
Ⅰ．緒言
わが国における国民医療費の総額は，65歳

以上の高齢者の医療費に占める割合や，循環
器系疾患の多さから平成25年度には40兆円を
超えた．その中でも，悪性新生物，高血圧性
疾患，脳血管疾患，糖尿病および虚血性心疾
患による医療費は約８兆円に上り，医科診療

医療費の31.3％を占めている（厚生労働統計
協会，2016）．こうした生活習慣病の発症に
は，多くの場合個人の生活習慣が関連してい
るため，望ましい生活習慣を確立することが
生活習慣病を予防する上で重要になる．

このようなことから，今日では，生活習慣
病に陥る可能性が高い人々に対し，食事指導
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要 旨
生活習慣病対策においては，望ましい生活習慣の確立が有効であることから，個人の主体的な健康づ

くりを支援することが不可欠となっている．本研究では，B市で生活習慣病対策のために行われた運動

教室の参加者を対象に，運動教室終了後から10年後の身体状況の変化，運動の継続状況および運動習慣

の促進要因と阻害要因を明らかにし．運動習慣の確立に影響する要因について検討した．分析の過程で

は，運動継続群と脱落群に分類し，測定値（連続変数ではt 検定，離散変数ではFisherの直接確率）の

検定をおこなった．分析の結果，運動継続群と脱落群の比較（３年間の運動教室終了時点と運動教室終

了10年後）では，継続群では身長およびBMI，脱落群では身長，BMIおよび腹囲で，平均値に有意な差

が認められた．運動習慣の促進要因では「適正体重を維持できる」，阻害要因では「天気が悪い」の項

目で運動継続群と脱落群に有意な差が認められた．これらのことから，内臓脂肪の蓄積に関連する項目

に有意な差が認められたのは脱落群であった．また，定期的な体重測定が運動の継続に寄与するという

結果は，先行研究を支持するものであった．
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や運動指導による望ましい生活習慣の確立を
目指した介入が行われている．その結果，血圧
の低下（Lida.M,Ueda.K,Okayama,A etal，
2003；Sacks. F, Svetkey. L,Vollmer.W etal，
2001）や糖尿病による死亡率（Eriksson.K，
Lindgärde.F，1998）などに好ましい影響が
あることが多くの研究で示唆され，生活習慣
病対策に関しては，望ましい生活習慣の確立
が有効であることが知られるようになった．

しかしながら，長年続けてきた不適切な生活
習慣を変えることは容易ではない．特に運動
習慣にいたっては生活習慣病に対する有用性
が明らかにされている（Thompson.P，Buchner.D，
Pina.I etal，2003）にも関わらず，平成26年の
国民健康・栄養調査では，運動習慣のある

（１回30分以上の運動を週２回以上実施し，
２年以上継続している）者の割合は，男性で
31.2％，女性で25.1％（厚生労働省，2016）
であり，ここ数年では減少傾向を示している．

こうしたことから，運動習慣を確立するた
めのアプローチ方法を構築することが重要な
課題となっており，近年では行動科学を用い
た手法や（井上・下光，2000），心理・社会
的要因（性，年齢，自己効力，運動に対する
促進要因・阻害要因など）を明らかにするこ
とが，運動習慣の確立に効果的であることが
指摘（下光・小田切・涌井他，1999）されて
いる．下光他は，運動行動の変容段階（Stage
of Change for Exercise Behavior/SOC）
と，社会的要因（性，年齢，学歴など），心
理的要因（運動習慣の主観的評価，自己効
力，運動に対する自覚的促進要因・阻害要
因），身体的要因（BMI，血圧，総コレステ
ロール値など）との関連を分析した結果，
SOCと有意な関連を認めた要因の一つとし
て，心理的要因（運動習慣の主観的評価，運

動に対する自己効力，運動に対する自覚的促
進要因と阻害要因）があることを報告してい
る．このことから，対象者の運動に対する自
覚的促進要因と阻害要因を明らかにすること
は，運動習慣の獲得に対し重要な項目の一つ
となっていると考えられる．特にわが国にお
いては前述したように，長期的な運動習慣が
ない者の割合が高いため，長期的な運動習慣
がある者の運動に対する自覚的促進要因と阻
害要因を明らかにすることができれば，運動
指導の際に役立つ有用な知見が得られること
が期待される．

そこで本研究では，平成15～17年度の３年
間，Ｂ市で生活習慣病対策のために行われ
た，運動教室の参加者を対象とする．運動教
室終了後の運動の継続状況および，運動の継
続に関連する運動習慣の促進要因と阻害要因
を明らかにすることで，長期的な運動習慣の
確立に影響する要因について検討する．

Ⅱ. 研究方法
１．対象者

平成15～17年度にＢ市（実施医療機関A病
院）で開催された３年間の運動教室に継続的
に参加した79名のうち，本研究では，運動教
室終了時の測定を全て受け，さらに今回（平
成15～17年度の３年間の運動教室終了時から
10年後，以降10年後）の研究に同意が得ら
れ，測定に参加した40代～80代の男女42名

（男性15名，女性27名）を分析の対象とした．
２．Ａ病院の運動教室の主な内容

本運動教室は，平成15～17年度にＢ市が生
活習慣病対策として開催した健康づくり事業
である．この中で，Ａ病院は運動教室の開催
を市から委託され，保健師，健康運動指導士
が中心となって３年間のプログラムをＡ病院
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の運動施設において提供した．運動教室参加
者の選定基準は，40歳以上であり，「BMI25
以上かつ，空腹時血糖100㎎/dl未満かつ，HbA1c
5.8％未満」の者．または「空腹時血糖100㎎
/dl以上あるいは，糖負荷120分血糖値140㎎/
dl以上あるいは，HbA1c5.8％以上であきら
かな糖尿病患者ではない者」であった．

運動プログラムの主な内容は，トレーニン
グマシンを使用した筋力（レジスタンス）ト
レーニングに，有酸素運動や柔軟性およびバ
ランス能力を養うための運動プログラムを合
わせ，90分の運動教室を１回/週の頻度で提
供するものとなっている．Ｂ市による運動教
室の開催期間中は，医師による個別の健康相
談，栄養士による栄養相談がそれぞれ半年に
１回行われた．そして，Ｂ市による本運動教
室の終了後は，希望者に対しＡ病院による運
動指導を中心とした継続的フォローアップが
同様の内容で行われている．
３．調査期間

2016年８月～９月
４．調査方法および内容

身体計測，生理的指標（血圧値）の測定，
記名式自記式質問紙（資料１）による調査．

身体計測では，身長（cm），体重（kg），腹
囲（cm）を小数点第一位まで測定した．腹
囲は，訓練を受けた同一の測定者が，臍の高
さで腹囲周囲径を立位呼気時に測定した．

生理的指標（収縮期血圧および拡張期血
圧）の測定は，安静座位を５分以上保持した
後，右上腕で対象者の心臓とほぼ同じ高さで
２回測定し，２回目の測定値を採用した．

記名式自記式質問紙では，個人の属性およ
び，運動の促進要因・阻害要因を測定するた
めの簡易版運動習慣の促進要因・阻害要因尺
度（石井・井上・大谷他，2009）を使用した．

本尺度の調査項目は，運動継続に関する促進
要因（ストレス解消，適正体重の維持など10
項目）と，阻害要因（運動がつまらない，時
間がないなど10項目）の20項目から構成され
ている．なお，本尺度は石井らによって信頼
性および妥当性が確認されている．回答に関
しては，たとえば，促進要因の「私にとって，
運動をすることの主な利点は，全身持久力が
増す」であれば，“全くそうとは思わない

（１点）”から“全くそうだと思う（５点）”
まで，５段階で回答するように求めている．
５．分析方法

今回の測定に参加した42名について，教室
終了時（10年前）と10年後の変化について検
討した．分析は，運動継続群と脱落群の２群
に分類しておこなった．運動継続群とは，Ｂ
市で行われた３年間の運動教室に継続的に参
加し，運動教室終了時の測定を全て受け，な
おかつ現在までＡ病院の運動教室へ継続的に
参加している者である．また，脱落群は，３
年間の運動教室に継続的に参加し，運動教室
終了時の測定を全て受けたが，その後教室へ
は参加せず運動を中断した者である．運動の
促進要因・阻害要因については，回答の“全
くそうとは思わない（１点）”から“全くそう
だと思う（５点）”のうち，１～３点を“思わ
ない”，４～５点を“思う”として分析をお
こなった．

運動継続群と脱落群の比較では，連続変数
では対応のないt 検定，離散変数ではFisher
の直接確率検定をおこなった．また，両群に
おいて，前値（10年前）と今回（10年後）の
値の比較をおこなう場合は，連続変数では対
応のあるt 検定をおこない，運動継続群と脱
落群の変化量の比較では，対応のないt 検定
をおこなった．
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なお，分析にはSPSS Ver.19 for Windows
を用いた．

Ⅲ. 倫理的配慮
研究協力者に対し，研究の主旨，研究への

協力が自由意志であること，個人を特定する
ことはなく，協力の有無によって何ら不利益
が生じないこと，また，参加を随時辞退・撤
回しても不利益を被ることはないことを伝
え，調査票に答えたくない場合は白紙でもよ
いことを文書および口頭で説明し同意を得
た．個人情報に関しては厳重に管理し，研究
が終了したらデータはすべて破棄し，研究成
果の公表の際にも，個人が特定されることが
ないことを併せて説明した．なお，本研究は
筆者らが所属する大学の倫理審査委員会の承
認（承認番号16-03）を得ている．

Ⅳ. 結果
運動教室に参加した113名のうち，本研究

の対象となった者，すなわち，３年間の運動
教室に継続的に参加し，運動教室終了時の測
定を全て受け，さらに今回の測定に参加した
者は42名（37.1％）であった．対象者の内訳
は，45-49歳 が２名（3.5％），55-59歳 が４名

（7.0％），60-64歳 が４名（7.0％），65-69歳 が
７名（12.3％），70-74歳 が４名（7.0％），75-
79歳が７名（12.3％），80歳以上が14名（24.6
％）であった．全体では80歳以上が最も多く

（24.6％），45～49歳が最も少なかった（3.5
％）．また，全体の約７割（32名）が65歳以
上の者であった．
１．測定項目の変化

測定項目（身長，体重，腹囲，収縮期血圧，
拡張期血圧）について，総数および群別で前
値（10年前）と今回の値を比較した（表１）．

その結果，総数においては，身長（t（41）＝-
9.17，p <.001），BMI（t（41）＝4.08，p <.001），
腹囲（t（41）＝5.50，p <.001）で平均値に有
意な差を認めた．また，運動の継続状況別に
よる比較（運動継続群と脱落群）では，継続
群 で は 身 長（t（12）＝-4.39，p <.01），BMI

（t（12）＝3.43，p <.01），脱落群では身長（t
（28）＝-8.03，p <.001），BMI（t（28）＝2.72，
p <.05），腹 囲（t（28）＝5.52，p <.001）で，
前値（10年前）と今回の値の平均に有意な差
が認められた．

全体の約７割を占める65歳以上の者におい
ては，全体では身長（t（31）＝8.88，p <.001），
BMI（t（31）＝-3.53，p <.01），腹囲（t（31）＝
-4.91，p <.001）で平均値に有意な差を認め
た．運動の継続状況別による比較では，継続
群では身長における有意（p <.001）な低下
と，BMIの有意（p <.05）な増加を認めた．
脱落群では継続群では身長における有意

（p <.001）な低下と，BMI（p <.05）および
腹囲（p <.001）において有意な増加を認めた．

次に運動継続群と脱落群で，前値（10年
前）および今回の値をそれぞれ比較した（表
２）．その結果，総数においては有意な差が
認められる項目はなかった．また，運動継続
群と脱落群のそれぞれで，前値（10年前）と
今回の値の変化量を比較したところ，身長，
収縮期血圧，拡張期血圧体重の平均値は両群
で低下しているものの，有意な差は認められ
なかった．平均値が増加した，BMIおよび腹
囲についても有意な差は認められなかった．

しかし，年齢を65歳で分類すると，65歳以
上では腹囲（t（30）＝-2.31，p <.05）の変化
量で平均値に有意な差が認められ，65歳未満
の者では変化量に有意な差が認められる項目
はなかった．
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２．運動習慣の促進要因・阻害要因
表３は運動継続群と脱落群で，運動習慣の

促進要因と阻害要因に差があるのかを分析し
た結果である．

運動習慣の促進要因では，「適正体重を維
持できる」の項目で，“思う”と回答した者
の割合が，脱落群に比べ運動継続群の方が有
意に高かった（p ＝.047 Fisherの直接確率検
定による）．その他の項目，「全身持久力が増
す」，「ストレスを解消し，リラックスでき
る」，「友達と一緒にできる」，「自分の能力を
他人に認めてもらえる」，「健康になる」，「楽
しくエンジョイできる」，「交友関係が深ま
る」，「外見が良くなる」，「可能性への挑戦に
なる」では有意な差が認められる項目はな
かった．

一方，運動習慣の阻害要因では，「天気が
悪い」の項目で“思わない”と回答した者の
割合が，脱落群に比べ運動継続群の方が有意
に高かった（p ＝.045 Fisherの直接確率検定
による）．その他の「運動はつまらない」等
の９項目では有意な差が認められる項目はな
かった．

Ⅴ. 考察
Ｂ市は，平成15～17年度に生活習慣病対策

の取り組みとして，生活習慣病のリスクがあ
る市民を対象とした運動教室を開催し，地域
住民113名が参加した．本研究では，運動教
室へ参加した113名のうち，平成15～17年度
の３年間の運動教室に継続的に参加し，運動
教室終了時の測定を全て受け，さらに今回

（10年後）の測定に参加した42名について，
教室終了時と10年後の変化および，運動習慣
の促進要因，阻害要因について検討した．

運動教室終了時の値と今回（10年後）の測

定値をみると，運動継続群と脱落群のそれぞ
れで身長（cm）は有意に低下（運動継続
群：-2.0±1.6cm，脱落群：-2.3±1.5cm）し，BMI

（kg/㎡）は有意に高く（運動継続群：1.1±
1.2，脱落群：0.7±1.3）なった（表１，２）．

体重は運動継続群は運動教室終了時から10
年後も平均体重が普通体重の範囲内を維持
し，脱落群は普通体重の範囲から肥満（１度）
の範囲に入っている．日本肥満学会の肥満判
定基準（松澤・井上・池田他，2000）では，
18.5≦BMI<25が 普 通 体 重，25≦BMI<30が
肥満（１度）である．この点からすると，普
通体重の範囲内を維持している運動継続群

（23.3±2.1kg/㎡から24.4±2.4kg/㎡と変化）に
比べ，肥満（１度）の範囲（24.5±3.1kg/㎡
から25.2±3.5kg/㎡へと変化）にある脱落群
は，生活習慣病のリスクが高くなっていると
考えられる．しかしながら，BMIは，体重

（kg）÷（身長（m）×身長（m））で求められる
ため，身長が有意に低くなっている本結果を
考えれば，その解釈には十分注意することが
必要である．

内臓脂肪蓄積に関連する項目の腹囲で，有
意な差が認められたのは脱落群であった（表
１）．腹囲（cm）の平均値は，運動継続群では，
84.1±6.9cmから86.9±8.5cmへと変化（n.s.）
し，脱落群では，85.1±8.2cmから90.0±8.3cm
へと変化（p<.001）した．メタボリックシン
ドロームの診断基準（メタボリックシンド
ローム診断基準検討委員会，2005）における
腹囲の基準値は，男性≧85cm，女性≧90cm
となっている．この観点からすれば，運動継
続群に比べ，脱落群は腹腔内脂肪の蓄積が進
んでいる可能性があると考えられる．

次に対象者の約７割を占める65歳以上の者
の結果を確認すると，全体では同様の傾向を
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示しているが，群別では腹囲（cm）の値が，
継続群に比べ脱落群の方が有意に増加してい
る（表１）．また，変化量に関する両群の比
較（表２）では，65歳以上の者において腹囲

（cm）の変化量に有意な差が認められた．内
臓脂肪面積に関しては，若年者より高齢者の
方が内臓脂肪面積が大きいことが報告されて
おり（Fujikawa.R, Ito.C, Mitama.A，2012），
平成24年の国民健康・栄養調査では，年齢が
高くになるにつれてメタボリックシンドロー
ム（内臓脂肪症候群）が増加している．しか
し，本研究結果では，65歳以上の者であって
も運動習慣の有無で腹囲の変化量に差が認め
られた．これは，生活習慣病の予防に対し，
運動習慣の有用性を示唆する従来の研究結果
と同様な結果であると考えられる．

運動習慣の促進要因，阻害要因と，運動の
継続状況との関連を確認すると，促進要因で
は，脱落群に比べ運動継続群の方が有意に高
かった項目は，「適正体重を維持できる」に
おける“思う”と回答した者の割合であっ
た．生活習慣病予防の支援をおこなう際，定
期的な体重測定は生活習慣の改善に好ましい
影響を与えることが示唆（Helander.E，
Vuorinen.A，Wansink.B etal，2014）されて
いる．このため，個別指導（難波・北山・那
須他，2005）や，指導後の自己管理期間（江
川・種田・荒尾他，2007）においても，本人
による定期的な体重測定が取入れらえれ，好
ましい生活習慣を長期にわたり維持できるよ
うに支援されることが多い．運動継続群はＢ
市の運動教室終了後は，Ａ病院による運動指
導を中心とした継続的フォローアップを受
け，定期的な体重測定をおこなっている．本
研究において，運動継続群の適正体重の維持
に関する回答割合が高かったことは，定期的

な体重測定が運動の継続に寄与するという，
先行研究を支持する結果であったと考えられ
る．したがって，生活習慣病予防に関する保
健指導の場面では，本人による定期的な体重
測定を促すことは，運動習慣を継続させるこ
とに重要であるといえる．また，Ａ病院の
フォローアップ教室の内容にも注目する必要
がある．柴辻と安酸（2003）は，運動習慣の
確立には，自己効力感を高めることが必要で
あると指摘している．そして，その方法とし
て，指導プログラムの中に，仲間同士の情報
交換の場を多く持ち，「自分でもできそう」
と感じてもらうこと（代理的経験（モデリン
グ）の活用）や，専門職からの賞賛や励まし

（言語的説得）などを取り入れることが有用
であると述べている．Ａ病院のフォローアッ
プ教室は，毎回グループ単位での運動指導が
行われ，参加するメンバーはほぼ固定されて
いる．メンバーは運動中，自分の健康状態の
ことなどを含め様々な情報交換をおこなう．
また，指導するスタッフは保健師，健康運動
指導士であるため，参加者はこれらの専門職
から日常的に健康に関する励ましや助言が得
られる．参加者はこうした環境の中で，自ら
の情緒的，生理的な反応を認知し，運動の継
続を促された可能性があることも推測され
る．加えて，Ａ病院は本研究の対象者の日常
生活圏域にある中核病院となっているため，
住民の多くはかかりつけの医療機関として身
近に感じている．そのような施設で，定期的
に健康に関する支援が受けられることは，対
象者にとってＡ病院は，地域の中にある身近
で必要なサービスを提供してくれる健康づく
りの場と認識されている可能性がある．対象
者の居住地域のこうした特有の事情も運動の
継続に影響を与えたと推測される．
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また，運動習慣の阻害要因では，「天気が
悪い」の項目で“思わない”と回答した者の
割合が，脱落群に比べ運動継続群の方が有意
に高かった．一般成人において悪天候は，運
動継続の阻害因子（岡，2003）であるといわ
れている．本研究において，運動継続群の方
が有意に高かったのは，上述したように，Ａ
病院のフォローアップ教室におけるプログラ
ムが，参加者の内発的あるいは外発的動機づ
けを促進したからではないかと考えられる．

運動教室開始時に参加した113名のうち，
10年後も運動を継続している者はそのうちの
13名（11.5％）であった．藤田と上野（2010）
の運動教室終了者を対象とした研究では，運
動中断者に対して現在の身体計測値や血液検
査結果を踏まえ，賞賛や励ましをおこなうな
どの関わりをもつことが，運動継続や再開に
向けて重要であることが指摘されている．今
回の研究では，脱落者への介入は行わなかっ
たが，それらの指摘を踏まえると，運動習慣
の確立に関する支援では，脱落者一人ひとり
へも目を向け，日常の身体活動量を増加させ
るように関わることが重要であると考えられる．

Ⅵ. おわりに
本研究では，平成15～17年度にＢ市で開催

された中高年者を対象とした運動教室に参加
した113名を対象としたが，10年後の測定に
全員が参加したわけではない．特に運動教室
開始３年以内に運動を中断した者の特徴に関
しては明らかにできなかった．したがって，
本研究結果を解釈する際には，３年間の運動
を実践した者について，それ以降の結果を運
動継続群と脱落群で比較し検討していること
に留意する必要がある．加えて，本研究の対
象者は，Ｂ市の行政サービスの一環として行

われた運動教室への参加者であった．このた
め，対象者の健康に対する意識や意欲が高
く，対象者の背景に偏りがある可能性があ
る．また，今回は運動習慣の促進要因・阻害
要因について年齢別に分類するなどして詳細
に分析していないため，今後は，対象を増や
し，得られた結果をより詳細に検証していく
ことが課題である．
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